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1 票の重みのローレンツ曲線















口（全有権者）を対象に 1 票の重みの不平等度を評価できることである。第 2 の利点は，後
述するローレンツ優越の考え方を使えば，1 票の不平等度を幅広い観点から評価でき，選挙制
度改革をある特定の観点からのみ評価し，また実行に移すことの不合理を回避できることであ





最大較差で 1 票の不平等を捉えることの問題点は既に再三指摘されてきたが （2），ここでは


































1 票の重み，または 1 議席の重み（1 票の重みの逆数）の「比」で定義する。同じくウェブスター
方式は 1 票の重みの「差」で定義し，ディーン方式は 1 議席の重みの差で定義する。またア
ダムズ方式は 1 票の重みの差を重い方の選挙区の人口でウェイトづけた値によって定義し，
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ジェファーソン方式は 1 票の重みの差を軽い方の選挙区の人口でウェイトづけた値によって










双方が交差せず，X が Y よりも常に上側に描かれる（部分的に線が重なっていてもよい）な
らば，「X は Y に優越している」という。このとき，相対的測度（ジニ係数，MLD，タイル
測度，変動係数等が含まれる）のカテゴリーに入るいかなる指標を使っても，X は Y より不
平等度が小さいと評価される。一方，分配状態 X，Y を表す曲線が交差する場合，相対的測
度に含まれる指標は互いに矛盾する評価を下す可能性がある。例えば，ジニ係数によれば X













本稿は，以上の主張を次の手順で述べていく。まず第 2.1 節では，基本概念を定義し，1 票
の重みのローレンツ曲線とその性質，およびローレンツ優越の概念を説明する。第 2.2 節では
ローレンツ優越の概念と，最大較差およびアダムズ方式の解（マキシミン配分）の関連性につ













総議席数を A，選挙区の数を M，総人口（または総有権者数）を P とする。選挙区 i（＝ 1，
…，M）の議席数（定数）を ai と表す。ai は 1 以上の整数でΣai ＝ A である。ここで選挙区 i
の人口を pi（Σpi ＝ P）とすると，選挙区 i の 1 票の重みは ai ／ pi と表される。なお，各選挙
区の議席数からなるベクトル a1, …, aM を本稿は「議席配分」または「定数配分」，もしくは
単に「配分」と呼び，各選挙区の人口からなるベクトル p1, …, pM を本稿では「人口分布」と
呼ぶ。そして，議席配分および人口分布の総体を指して「配分状態」と呼ぶことにする。なお
本稿では異なる配分状態に X，Y などと名前をつけて区別することがある。この場合，配分
状態 X における総議席数，総人口を XA，XP，配分状態 Y におけるそれを YA，YP などと区
別して表現することがある。






行う際には，当日有権者数を分母に 1 票の重みを計算する。第 3 に，日本の参議院選挙区選
挙では，各選挙区（現在 45 選挙区）に必ず偶数議席が割り当てられる。3 年毎に総議席（146）
の半数（73）を改選するように定められているからである。したがって，参議院選挙区の場合，
実際には「ai は 2 以上の偶数」という制約がつく。
以下，1 票の重みのローレンツ曲線を定義しよう。まず全選挙区を 1 票の重みが軽い順に並
べる。また，各選挙区に 1 票の重みが軽い順に 1 ～ M の番号を与え，a1/p1 ＜ a2/p2 ＜　，…,
＜ aM/pM とする。なお本稿では，説明の便宜のため，1 票の重みが完全一致することは（極め
て稀な確率で起こりうることではあるが）無いものと仮定する。不等号を「≦」でなく「＜」
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としたのはその意味合いである。
次に選挙区 1 から選挙区 M まで，順番に累積人口比率と累積議席比率を求める。選挙区 k
の累積人口比率は，選挙区 1 から k までの総人口を P で割った値である。同じく累積議席比
率は選挙区 1 から k までの総議席数を A で割った値である。これは 1 票の重みを累積した値
と言い換えられる。選挙区 M の累積人口比率，累積議席比率はともに 1 である。
そして横軸に累積人口比率を，縦軸に累積議席比率をとった 2 次元座標を用意し，選挙区 1
から M-1 までの値をプロットする。選挙区 M の値は必ず（1, 1）にプロットされる。そして（0, 
0）～選挙区 1 の点，…，選挙区 M-1 の点，（1, 1）までを順に折れ線で結ぶ。こうして全選









れた領域の面積を 2 倍した値がジニ係数 （7）であり，その値が 0 のときは完全な平等状態を，1
のときは完全な不平等状態を意味する。
次にローレンツ優越の概念を説明する。これは図面で視覚的に説明するのがよいだろう。図
1 の左および中央のような状態のとき，配分状態 X（実線）が Y（点線）を「ローレンツ優越
する」もしくは単に「優越する」という。左側の図では配分状態 X の曲線のすべての部分が，
Y のそれの上部に位置している。中央の図では両者の曲線は一部重なっているが，交差はし
ておらず，部分的に X が Y の上部に位置している。一方，右側の図はローレンツ曲線が交差









































また，配分状態 X が Y をローレンツ優越するならば，「相対的測度」と呼ばれるカテゴリー
に属する不平等指標は「いかなるものであれ必ず」，X よりも Y の不平等度が高いと評価する。
相対的測度とは次の四つの要件を満たす不平等度の指標のことを指す（Anand 1983, Foster 
1985, Sen 1997=2000）。






要件 4 ：人口原理（population principle）
人口および財の分布が全く同じ社会のデータを統合したとき，その不平等度は元の
二つの社会のそれと同じになる。
要件 1 は「不平等が増大する」ことの実質的定義である。ちなみに最大較差は要件 1 を満
たさない。1 票の重みが相対的に軽い選挙区から重い選挙区へ 1 議席を移転しても，最大較差
は変化しないことがある。例えば，前者の 1 票の重みが最小値ではなく，後者のそれが最大
値でない場合にはそういうことが起こり得る。








A が B にローレンツ優越するなら，これらの指標は必ず B の不平等度が大きいものと判定する。











（命題 1）配分状態 X が Y にローレンツ優越するなら，X の最大較差は Y 以下である。
既述の通りローレンツ曲線において 1 票の重みは各選挙区を表す線分の傾きで表現される。
（0, 0）を始点とする最初の線分の傾きは，1 票の重みの最小値の（P/A）倍を，（1, 1）を終
点とする最後の線分の傾きは同じく最大値の（P/A）倍を意味する。配分状態 X における 1
票の重みの最小値・最大値を Xmin，Xmax，同じく配分状態 Y のそれを Ymin，Ymax とすると，
X が Y に優越するなら，必ず Xmin(XP/XA) ≧ Ymin(YP/YA)，かつ Xmax(XP/XA) ≦ Ymax(YP/
YA) となる。さもないと X と Y のローレンツ曲線は交差するか，逆に Y が X に優越するこ
とになる。したがって，｛Xmax(XP/XA)｝/｛Xmin(XP/XA)｝≦｛Ymax(YP/YA)｝/｛Ymin(YP/YA)｝が
成立する。この式を約分すれば，Xmax/Xmin ≦ Ymax/Ymin という不等式が導かれる。以上か
ら，配分状態 X が Y に優越するなら，X の最大較差は Y 以下だとわかる。
さて，衆議院選挙制度改革の関連改正法（2016 年成立）によれば，2020 年の国勢調査以降，
小選挙区の議員定数は「アダムズ方式」によって各都道府県に配分されることになる （9）。アダ


























年 （12）から 1971 年までの 1 票の重みのジニ係数を計算すると，1950 年の約 0.122 から 0.138
（ʼ53），0.142（ʼ56），0.157（ʼ59），0.179（ʼ62），0.198（ʼ65），0.223（ʼ68），0.228（ʼ71）
となる。1950 年代後半から 60 年代にかけて 1 票の不平等が急激に増大したことが見て取れる。
数値は省略するが，その他の相対的測度，MLD，タイル測度，変動係数もほぼ同じ動きを示
していた （13）。その後，ジニ係数でみたときの不平等の増大は，約 0.232（ʼ74），0.233（ʼ77），0.232
（ʼ80），0.236（ʼ83）と一旦鈍化したものの，1980 年代後半から 1990 年代初頭にかけて，約 0.241
（ʼ86），0.249（ʼ89），0.255（ʼ92）と再びかなりの増大を示した。他の三つの相対的測度も全
く同様の動きを示している。ちなみに最大較差は約 2.73 倍（1950 年）から 6.59 倍（ʼ92）へ
と増大した。
この状況を受けて，1995 年から 5 度にわたる改革が行われた。そのうち 1995 年，2007 年，
2013 年の改革は選挙区数，選挙区割り，総議席数は前回のまま，定数配分の変更を行うもの
であった。2001 年の改革は選挙区数および選挙区割りは前回のまま，総議席数を 152 から
146 に削減し，それに伴って三つの選挙区の定数を 2 ずつ減らすものであった。2016 年の改
革は，総議席数は前回のまま合区（徳島県と高知県，鳥取県と島根県）により選挙区を 47 か
ら 45 に削減し，さらに別の選挙区でも定数配分の変更を行うものであった。
1992 年から 2016 年までの通常選挙における 1 票の不平等度を四つの相対的測度および最
大較差で示したのが表 1 である。＊印は改革が行われた年を示している。
一見して分かるのは，2007，2013，2016 年の改革については，五つの指標のどれで見ても，
その前の回の選挙の数値と比べて平等化が認められるのに対し，1995 年と 2001 年の改革は
指標によってその評価が割れていることである。1995 年のジニ係数，MLD，最大較差の値
は 1992 年のそれを下回るのに対して，1995 年のタイル測度，変動係数の値は 3 年前のそれ
を上回っている。また 2001 年における最大較差は 3 年前の値を上回ったのに対して，四つの
相対的測度はすべて 3 年前の値を下回っている。
図 2 は 1992 年と 1995 年の選挙における 1 票の重みのローレンツ曲線を，図 3 は 1998 年
と 2001 年のそれを示したものである。図 2 の 2 本のローレンツ曲線は明らかに交差しており，
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1995 年の配分状態が 1992 年のそれに優越し
ていないことがわかる。図 3 において 2 本の
ローレンツ曲線が交差しているか否かは定かで
はないが，図 4 のように拡大してみると，2 本
のローレンツ曲線が交差していることが見て取
れる。すなわち，ローレンツ優越の観点からす
れば，1995 年と 2001 年に行われた定数是正は，
前回選挙の 1 票の不平等を改善する効果を持っ
ていたとは断言できない。
1995 年と 1992 年における四つの相対的測
度の矛盾は，ローレンツ曲線の交差を反映した





ジニ係数 MLD タイル測度 変動係数
1992 0.2545 0.1057 0.1009 0.4545 6.586
*1995 0.2520 0.1008 0.1010 0.4623 4.970
1998 0.2531 0.1018 0.1022 0.4656 4.975
*2001 0.2446 0.0939 0.0960 0.4559 5.036
2004 0.2474 0.0961 0.0983 0.4615 5.134
*2007 0.2261 0.0793 0.0833 0.4304 4.858
2010 0.2297 0.0819 0.0862 0.4385 5.004
*2013 0.2055 0.0664 0.0721 0.4070 4.769
*2016 0.1448 0.0341 0.0338 0.2885 3.077























































ものであった。一方，2001 年と 1998 年の四つの相対的測度の優劣判断は，ローレンツ曲線
が交差したにもかかわらず，一致していた。しかし前節で確認したように，もし 2001 年の曲
線が 1998 年のそれに優越していたならば，2001 年の最大較差は 1998 年と同じか低くなっ
ていなければならない。しかし実際は 2001 年の最大較差は 1998 年よりも微増した （14）。これ









その結果，2007 年，2013 年，2016 年における実際のローレンツ曲線は，改革が行われなかっ
たと仮定したときのそれを優越していたが，1995 年および 2001 年の実際のローレンツ曲線は，
改革が行われなかったものと仮定したときのローレンツ曲線と交差していることがわかった。
図 5 が 1995 年の，図 6 が 2001 年のそれを示したものである。図 5 でのローレンツ曲線は一
見して交差していることがわかる。図 6 でのそれは明瞭ではないが，拡大した図 7 では交差
が視認できる。





































図 5　1995 年改革の正味の効果 図 6　2001 年改革の正味の効果






































































以下では，架空の数値例（A = 22，M = 4，定数配分方式としてアダムズ方式を採用）で，
このような決定手続きの有効性を示そう。表 2 は同じ社会の異なる時点での人口分布を示し
ている。時点 1 から時点 2 へ人口分布が（わずかに）変化したことによって，アダムズ方式
の解は選挙区の人口降順に｛9, 6, 4, 3｝から｛8, 6, 4, 4｝へと変化する。時点 1 において｛9, 6, 4, 
3｝というアダムズ方式の解が実際に採用されていたとしよう。では，時点 2 において新しい















Ⅰ 25070  9 ジニ係数 = 0.04763 25060  8 ジニ係数 = 0.06325
Ⅱ 18300  6 MLD= 0.00410 18300  6 MLD= 0.00798
Ⅲ 9500  4 タイル測度 =0.00420 9500  4 タイル測度 =0.00842
Ⅳ 9400  3 変動係数 = 0.09300 9400  4 変動係数 = 0.13113
計 62270 22 最大較差 = 1.31930 62260 22 最大較差 = 1.33298
※ この表の選挙区番号は人口降順につけてあるが，ローレンツ曲線を描くにはこれらを 1 票の重みの昇順
に並べ替える。
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（3）によれば，時点 2 の人口分布において時点 1 の議席配分｛9, 6, 4, 3｝を維持したときのロー
レンツ曲線と，時点 2 の人口分布に新しいアダムズ方式の解｛8, 6, 4, 4｝を適用したときのロー






「現状維持」という決定が不合理でないことは，表 2 と表 3 に示した四つの相対的不平等測
度の値，および最大較差の値を比較すれば明らかである。時点 2 の人口の下でアダムズ方式




































Ⅰ 25060  9 ジニ係数 = 0.04767 25070  8 ジニ係数 = 0.06335
Ⅱ 18300  6 MLD= 0.00410 18300  6 MLD= 0.00809
Ⅲ 9500  4 タイル測度 =0.00421 9500  4 タイル測度 =0.00833
Ⅳ 9400  3 変動係数 = 0.09302 9400  4 変動係数 = 0.13120
計 62260 22 最大較差 = 1.31930 62270 22 最大較差 = 1.33351







ズ方式の解｛8, 6, 4, 4｝が採用されていて，時点 1 の人口分布へと変動したときのことを考え
てみる。上述の決定手続きによれば，時点 1 において新しいアダムズ方式の解｛9, 6, 4, 3｝を
採用すべきだろうか？結論は「採用すべき」である。なぜなら，時点 1 で新たな定数配分｛9, 6, 
4, 3｝を採用したときのローレンツ曲線は，時点 2 での配分｛8, 6, 4, 4｝を維持したときのロー
レンツ曲線を優越するからである。見た目は図 9 とほとんど変わらないので，この図面の提
示は省略する。しかし原点から（1, 1）に至るすべての部分において，新しい定数配分案｛9, 6, 




















の選挙制度改革の評価を示した（第 3.1 節）。それによれば，最初の 2 回の改革によって生み
出された議席の配分状態は，それ以前の状態にローレンツ優越しておらず，これらの改革が 1
票の平等化に寄与したとは断言できない。一方，後の 3 回は，いずれも改革後の配分状態が


















































きた。詳しくは Balinski & Young（2001）を参照。
（6） 特にヒル方式とウェブスター方式を巡っては，20 世紀の前半に下院，全米科学アカデミーを巻き
込んでの大論争となり，一旦はヒル方式が望ましいとの結論になった（Balinski & Young 2001，







選挙区 i（＝ 1，…，M）と選挙区 j（＝ 1，…，M）のすべての組み合わせについての合計を意味
する。その他の記号は本文を参照。
  G ＝｛1／（2AP）｝ΣMi=1　ΣMj=1 ｜ aipj － ajpi ｜
（8） 1 票の重みの MLD（平均対数偏差），タイル測度（T），変動係数（C）はそれぞれ以下の式で求
めることができる。ここで LN は自然対数である。ΣMi=1 は各選挙区（i ＝ 1，…，M）の値の総計
を意味する。その他の記号は第 2.1 節を参照。
  MLD ＝（1/P）ΣMi=1　pi｛LN（A/P）－ LN（ai/pi）｝
  T ＝（1/A）ΣMi=1　ai｛LN（ai/pi）－ LN（A/P）｝
  C ＝　1 票の重みの標準偏差　／　1 票の重みの平均値
   　　1 票の重みの標準偏差　＝　√［（1/P）ΣMi=1　pi ×｛（ai/pi）－（A/P）｝2］
   　　1 票の重みの平均値　　＝　A/P
   いずれもゼロ以上の値をとり，値が大きいほど不平等度が大きいことを意味する。完全な平等状態，
すなわち，すべての i について ai/pi ＝ A/P のとき，いずれの指標の値もゼロになる。なお MLD
は「第 2 タイル測度」とも呼ばれ，タイル測度は「第 1 タイル測度」とも呼ばれるが，紛らわし
いので本稿はこれらの名称を用いなかった。
（9） 2016 年 5 月 21 日の朝日新聞（東京）朝刊 4 面，同 5 月 20 日の読売新聞夕刊 1 面記事より。
（10） Balinski & Young（2001），一森・越山（1988）を参照。
（11） データの出典は『参議院通常選挙結果調』（総務省）の各年度版である。
（12） 1947 年選挙のデータには一部欠損があり，全有権者間の 1 票の不平等を計算できなかった。
（13） ジニ係数，MLD，タイル測度，変動係数の値の上下動は，後述する 1992 年から 1995 年の動き
を除けば，1950 年から 2016 年まで全く同じであった。すなわち前の選挙の値を上回る時も下回
るときも，四つの指標が一致してそうなった。
（14） 2001 年の改革では岡山，熊本，鹿児島の定数が 4 から 2 に削減されただけで，定数増は行われて
いない。また，これら 3 県は 1998 年に 4 議席を有した県の中で最も 1 票が重い 3 県ではあったが，
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さらに 1 票の重い県の定数は 2 で（2016 年のような合区を行わない限り），さらなる定数減は不
可能であった。よって 2001 年の改革は最大較差を縮小する効果を持たなかったのである。
（15） ただし，アダムズ方式は人口規模の小さい選挙区に有利に働く傾向がある（Balinski & Young 
2001）。
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